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   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、姫路市給水条例（昭和３６年姫路市条例第２１号。以下「条例

」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

 （給水方式） 

第２条 給水方式は、市の水圧で直接に給水することを原則とする。 

２ 条例第５条に規定する申込者（以下単に「申込者」という。）は、水圧が不足す

る箇所、一時に多量の水を使用する箇所その他必要がある場合は、受水槽を設けな

ければならない。 



   第２章 給水装置の工事及び費用 

 （給水装置の新設等の申込み） 

第３条 条例第５条の申込みは、給水装置工事申込書（兼業者施行承認願。以下「給

水装置工事申込書」という。）によらなければならない。 

 （業者施行の願出） 

第４条 条例第７条第１項の規定により指定給水装置工事事業者（以下「指定工事業

者」という。）が、設計及び工事を施行しようとするときは、給水装置工事申込書

により、図面及び設計書を添えて願い出なければならない。 

２ 上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、必要と認めるときは、受水

槽以下の装置についても、設計図その他必要な書類の提出を求めることができる。 

３ 指定工事業者は、設計を変更し、又は工事を取りやめたときは、直ちに管理者に

届け出なければならない。 

 （工事完成届） 

第５条 条例第７条第１項の規定による指定工事業者の工事が完成したときは、申込

者は速やかに給水装置工事完成届により届出を行い、工事関係者立会いの上、管理

者の検査を受けなければならない。 

２ 前項の検査の結果、管理者が不良と認めたときは、期日を指定して指定工事業者

に改修を命ずるものとする。 

３ 指定工事業者が指定の期日までに改修しないときは、管理者が改修し、その費用

を指定工事業者から徴収する。 

 （利害関係人の同意書等） 

第６条 条例第７条第３項の規定による利害関係人の同意書等は、次の各号に掲げる

場合に応じ、当該各号に定める書類とする。 

 ⑴ 他人の所有建物に給水装置を設置しようとする場合 給水装置工事申込書のう

ち建物占用承諾書 

 ⑵ 他人の所有地を通過して給水装置を設置しようとする場合 給水装置工事申込

書のうち土地占用承諾書 

 ⑶ 他人の給水装置から分岐して給水装置を設置しようとする場合 給水装置工事



申込書のうち支管分岐承諾書 

 ⑷ 前３号に規定する場合のほか、管理者が特別な理由があると認める場合 利害

関係人の承諾書 

 ⑸ 前各号のほか、管理者が必要と認める場合 申込者の誓約書 

 （給水装置の変更撤去） 

第７条 給水装置の分岐を承諾した当該給水装置の所有者は、当該給水装置を変更し

、又は撤去しようとするときは、あらかじめ分岐の承諾を受けた者に通知しなけれ

ばならない。 

２ 前項の通知を受けた者が、指定の期日までに必要な処置をしないときは、給水装

置の使用を廃止したものとみなす。 

 （構造及び材質の指定等） 

第８条 条例第８条第１項に規定する構造及び材質の指定及び同条第２項に規定する

工法、工期その他の工事上の条件の基準は、管理者が別に定める。 

 （工事費の算出基礎） 

第９条 条例第１０条の工事費の算出基礎は、次に定めるところによる。 

 ⑴ 材料費 管理者が定める材料単価表 

 ⑵ 労力費 管理者が定める各工種別歩掛表及び労力単価表 

 ⑶ 道路復旧費 管理者が定める道路復旧単価表 

 ⑷ 運搬費 兵庫県土木工事実施設計用積算基準に基づき管理者が定める額 

 ⑸ 工事監督費 簡易水道等施設整備費の国庫補助について（昭和４４年厚生省環

第４０５号）の別紙簡易水道等施設整備費国庫補助金交付要綱に規定する工事設

計標準歩掛表に基づき管理者が定める額 

 ⑹ 間接経費 管理者が定める間接経費区分表 

 （管理者の工事施行による損害等） 

第１０条 管理者は、管理者が施行する工事により、当該工事場所の工作物その他の

物件に必要最小限度の損害を与えても、その賠償の責めを負わない。ただし、管理

者に重大な過失があるときは、この限りでない。 

２ 管理者は、給水装置の破損、漏水等による損害について賠償の責めを負わない。 



 （工事費の過不足） 

第１１条 条例第１８条第２項ただし書に規定するその額がこれに要する費用の実費

に満たないときとは、概算額と精算額との差額が５０円未満のときをいう。 

 （撤去材料の処分） 

第１２条 条例第１９条第１項の規定により、給水装置に変更を加えたために取除い

た既設給水装置の材料は、その所有者の同意を得て市の所有とすることができる。 

   第３章 給水 

 （共用給水装置の設置） 

第１３条 条例第２０条の３に規定する管理者が必要と認めた者とは、次の各号に規

定する要件を具備する者をいう。 

 ⑴ 専用給水装置を設置することができない者 

 ⑵ 給水装置を家事用に５戸以内で使用する者 

 （代理人の選定又は変更の届出） 

第１４条 条例第２０条の４に規定する代理人の選定又は変更の届出は、給水装置所

有者代理人選定（変更）届によらなければならない。 

 （総代人の選定と変更の届出） 

第１５条 条例第２０条の５第１項の規定による総代人を選定したときの届出は、次

の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める関係者の連署によりしなければなら

ない。 

 ⑴ 給水管を共有する場合 その共有者 

 ⑵ 共用給水装置を使用する場合 その使用者 

 ⑶ その他管理者が必要と認めた場合 管理者が必要と認める者 

２ 前項の規定は、総代人又はその住所に変更があったときの届出について準用する

。 

３ 前２項の届出は、給水装置総代人選定（変更）届によらなければならない。 

 （メーター設置場所） 

第１６条 給水装置の所有者（以下「所有者」という。）又は給水装置の使用者（以

下「使用者」という。）は、水道メーター（以下「メーター」という。）を設置す



るのに必要な場所を提供しなければならない。 

２ メーターを設置する場所は、次の各号に該当しなければならない。 

 ⑴ メーターの検針が容易であること。 

 ⑵ 乾燥し、汚水が入り難いこと。 

 ⑶ メーターが、外傷により破損しないこと。 

 （保管者の義務） 

第１７条 条例第２２条第２項に規定する保管者（以下単に「保管者」という。）は

メーターの検針若しくは取替えを阻害し、又は機能を害するような物件を置き、又

は工作物を設けてはならない。 

２ 管理者は、保管者が前項の規定に違反したときは、原状回復、位置の変更その他

の必要な処置を命じることができる。 

３ 前項の場合において、保管者が命令に従わないときは、管理者が自らその処置を

行い、その費用は当該保管者から徴収する。 

 （給水装置の使用の中止） 

第１８条 管理者は、条例第２３条第１項に規定する水道使用者等が１月以上給水装

置を使用しないと認めたときは、同項第１号に規定する給水装置の使用を中止する

届出があったものとみなすことができる。 

 （届出義務者） 

第１９条 条例第２３条第１項各号及び第２項各号のいずれかに該当する場合の届出

義務者は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める者とする。 

 ⑴ 給水装置の使用を開始し、又は中止しようとする場合 使用者 

 ⑵ 給水装置の使用を廃止しようとする場合 所有者 

 ⑶ 給水装置の用途を変更しようとする場合 使用者 

 ⑷ 消防演習のため私設消火栓を使用しようとする場合 使用者 

 ⑸ 消防のため私設消火栓を使用した場合 使用者 

 ⑹ 市が供給する水とそれ以外の水を併用しようとするとき（給水装置に設置され

たメーターの口径が３０ミリメートル以下であるとき、又は飲用に供しないとき

を除く。） 使用者 



 ⑺ 給水装置の所有権に変更があった場合 新旧所有者 

 ⑻ 使用者に変更があった場合 新旧使用者 

 ⑼ 所有者、代理人又は総代人の住所に変更があった場合 所有者 

２ 前項第６号及び第７号の場合において、その事実を証する書類を提示し、又は添

付したときは、旧所有者又は旧使用者の連署を要しない。 

 （私設消火栓の使用） 

第２０条 私設消火栓を公共の消防演習のため使用しようとする者は、消防署長が発

行した公共の消防演習であることを証明する書類を管理者に提出しなければならな

い。 

 （修繕等の請求） 

第２１条 次の各号に掲げる請求は、電話その他適宜な方法によることができる。 

 ⑴ 条例第２４条の２第１項の規定による修繕その他必要な処置の請求 

 ⑵ 条例第２５条第１項の給水装置及び水質の検査の請求 

 （メーターの検査） 

第２２条 条例第２５条第１項の規定によるメーターの検査は、請求者の立会いの上

行うものとする。 

２ 請求者が前項の立会いをしないときは、請求者はその結果について異議を申し立

てることができない。 

３ 管理者は、検査の結果の値が使用公差を超えるときは、その割合に応じて既使用

の水量を更正し、料金を還付し、又は追徴する。この場合においては、次回の徴収

の料金で精算することができる。 

 （検査に要する特別費用） 

第２３条 条例第２５条第２項の特別の費用を要する場合とは、次の各号のいずれか

に該当する場合をいう。 

 ⑴ 給水装置の機能について、通常の検査以外の検査を行うとき。 

 ⑵ 水質について、飲料の適否に関する検査以外の検査を行うとき。 

   第４章 料金及び分担金 

 （湯屋用等の適用基準） 



第２４条 条例第２６条第４項に規定する湯屋用とは、公衆浴場法（昭和２３年法律

第１３９号）の規定による公衆浴場（温泉、むし風呂その他特殊な公衆浴場を除く

。）における水道の使用をいうものとする。 

 （用途別適用順位） 

第２５条 １個のメーターから料率の異なる２種以上の用途に給水するときは、料率

の高い用途の料率を適用する。 

 （料金計算における１月） 

第２６条 料金計算上１月とは、次の各号に定めるとおりとする。 

 ⑴ 毎月計量のものにあっては、前月の計量の日の翌日から当月の計量の日までを

いう。 

 ⑵ 隔月計量のものにあっては、前期計量の日の翌日から当期の計量の日までを２

箇月とし、これを２分したものをいう。 

 （使用水量の認定） 

第２７条 条例第２８条の使用水量の認定の方法は、管理者が別に定めるところによ

る。 

 （特別な料金計算によるものの範囲） 

第２８条 条例第２９条本文の主として一般住宅用に供するものとは、集合住宅又は

住宅団地で次の各号に該当するものをいう。 

 ⑴ １建物又は１団地内に一般住宅が３分の２以上存すること。 

 ⑵ １建物又は１団地内に存する一般住宅の各戸に給水栓を有すること。 

２ 条例第２９条本文の規定の適用を受ける使用者で、受水槽以下の装置を設けてい

るものは、当該受水槽以下の装置において戸（箇）数に変更があるときは、直ちに

管理者にその旨を届け出なければならない。 

 （中高層集合住宅の料金の算定等の特例） 

第２９条 条例第２９条の２に規定する管理者が別に定める条件とは、次に掲げるも

のをいう。 

 ⑴ 受水槽以下の装置の管理が、水道法（昭和３２年法律第１７７号）の適用を受

ける場合には、同法の規定に適合していること。また、水道法の適用を受けない



場合には、簡易専用水道に関する同法の規定に準じて管理されていること。 

 ⑵ 受水槽以下の装置が、管理者が別に定める受水槽装置の取扱基準に適合してい

ること。 

 ⑶ 受水槽以下の装置の各戸（箇所）に管理者が指示するメーターを設置している

こと。 

 ⑷ 中高層集合住宅については、３階建以上で、総戸数が１０戸以上あり、かつ、

一般住宅が総戸数の３分の２以上存すること。 

 ⑸ 住宅団地については、市の水圧で直接に給水することができないため受水槽を

共用し、当該受水槽から給水を受ける計画総戸数が１０戸以上の住宅団地で、か

つ使用戸数が住宅団地の計画総戸数の４分の３以上存すること。 

 ⑹ 受水槽以下の装置の維持管理、検針方法、水道料金等について、管理者が定め

た条項による契約を締結すること。 

２ 条例第２９条の２の規定は、既に同条の規定の適用を受けた住宅団地の受水槽以

下の装置を使用して別に受水槽を設けた受水槽以下の装置については、適用しない

。 

３ 条例第２９条の２に規定する管理者が別に定める方法とは、受水槽以下の装置に

設置している各戸（箇所）ごとのメーターの口径及びその使用水量（管理者が第１

項の条件に適合していると認定した日以後の最初の計量の時以後のものに限る。）

により料金を算定する方法とする。 

 （料金の徴収区分等） 

第３０条 条例第３２条第１項本文の規定により料金を２箇月分まとめて徴収すると

きは、使用水量の計量を行う月（以下「計量月」という。）を偶数月とする区域と

奇数月とする区域に区分して徴収する。 

２ 料金の納期は、計量月の翌月１０日（以下「納期日」という。）とする。ただし

、納期日が土曜日、日曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日に当たるときは、これらの日の翌日とする。 

３ 管理者は、特に必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、納期を別

に定めることができる。 



４ 第１項に規定する区域は、管理者が別に定める。 

５ 一時的な給水その他特別な水の供給の場合は、随時徴収する。 

 （特別の場合における使用水量の算定） 

第３１条 １立方メートル未満の使用水量又は計量以後の使用水量は、２箇月ごとに

計量するものにあっては次の計量月、毎月計量するものにあっては翌月の使用水量

に算入する。ただし、給水装置の使用を中止し、若しくは廃止し、又は給水を停止

したときは、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合に１立方メートル未満の端数があるときは、これを切り捨て

て計算する。 

 （料金等の徴収方法） 

第３２条 管理者は、料金及び開栓手数料を納入通知書、口座振替又は集金の方法に

より徴収する。 

２ 工事費、修繕工事費、手数料（開栓手数料を除く。）及びその他の諸収入金は納

入通知書により徴収する。 

３ 第１項の集金の方法による領収証は、管理者が指定する領収書に集金員印がある

ものに限り有効とする。 

 （分担金の納付） 

第３３条 分担金は、納入通知書により指定する期日までに納入しなければならない

。 

２ 分担金を前項の納入通知書を発した日から３０日以内に納付しないときは、給水

工事の申込みを取り消したものとみなす。 

   第５章 管理 

 （標識） 

第３４条 給水を受ける家屋の門戸には、管理者が別に定める標識を掲げることがで

きる。 

 （身分証明書） 

第３５条 条例及びこの規程により職務を執行する職員は、常時身分証明書を携帯し

なければならない。 



   第６章 補則 

 （施行細目） 

第３６条 この規程の施行に関し必要な事項は、管理者が別に定める。 

   附 則 

１ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 姫路市給水条例施行規程（昭和３６年姫路市水道局管理規程第５号）は、廃止す

る。 

   附 則（平成１２年１２月２０日水管規程第５号） 

 この規程は、平成１３年１月６日から施行する。 

   附 則（平成１３年３月３０日水管規程第３号） 

 この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１６年１０月１日水管規程第７号） 

 この規程は、平成１６年１０月１日から施行する。 

   附 則（平成１９年７月１日企管規程第２２号） 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成１９年７月１日から施行する。 

２―４ 〔略〕 

 （その他の経過措置） 

５ 前３項に規定するもののほか、この規程の施行に伴い必要な経過措置は、公営企

業管理者が定める。 

   附 則（平成２２年３月３１日企管規程第２号） 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

２―７ 〔略〕 

 （その他の経過措置） 

８ 前６項に規定するもののほか、この規程の施行に伴い必要な経過措置は、水道事

業管理者が定める。 

   附 則（平成２３年３月３１日水管規程第１号） 



 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２８年３月３１日水管規程第１号） 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則（令和４年４月１日上下水管規程第２号） 

 この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 


